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はじめに
　本稿は、愛知県と西三河における企業の存
在が，現在の学校教育（高校）に与えた影響
を考察するものである。とりわけ自動車産業
とともに成長してきたこの地域が、現在どの
ように変容しこれからの学校教育のあり方に
どのように関連があるかも考察してみたい。
　筆者はすでに、この「西三河地域の特性」1
について拙稿で明らかにしている。筆者が愛
知の中でも名古屋市に代表される尾張地区で
はなく、西三河にこだわってきたのは、愛知
が西三河の地域社会に大きな影響を与え，ト
ヨタ自動車をはじめとする輸送機器産業の発
展によって支えられてきたからである。
　西三河は愛知県東部にあたる三河部の西側
に位置し、南北に流れる矢作川を中心に、北
は長野・岐阜両県に隣接する山間部から南は
三河湾に至る南北 70キロに及ぶ広大な地域
である。かつては農業を中心とした地域で
あったこの地に、自動車産業の完成車工場と
周辺に関連企業による部品工業が集中立地し
たことにより、1960年代半ば以降のモータ
リゼーションの進行とともに、この地は大き
く変貌を成し遂げた。その外延にあたる愛知
県は、西三河地域の変容の影響を直接間接に
受けてきた。
　また筆者はこれまで教育に関わっては、企
業の内外からの視点でいくつか触れてきた。2
それは日本社会の変貌と軌を一にしている側
面と、地域の特性からすればモータリーゼー
ションの進行とトヨタの外延的拡大による側
面があり、そのことが地域経済の発展と地域
での学校教育のあり方に大きな影響を与えて
きたことは疑いない。
　本稿の構成では、西三河の地域社会が戦後
70年の中でどのように変容したかを豊田市
と刈谷市を中心に考察し、愛知の状況につい
てまず触れてみる。そしてこの地域総体を支
えてきた輸送機器産業、特に自動車産業のお
かれている現状について考察する。そのうえ
で企業が目指す企業内教育の「人材形成」と
公教育の学校がめざす「人間形成」の在り方
を比較考察したい。さらに西三河の外延に位
置する愛知の学校教育、特に高校教育の動向
にまで目をむきたい。当初筆者は本稿の主要
課題を西三河に限定していたが、3現在の地
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域社会の流動化やグローバリゼーションの展
開は、教育問題を西三河に限定できない。愛
知が企業社会の雄とされるトヨタ的なものに
浸透されて影響を受けていることを確認する
ことの重要性に気がついたからである。とと
もに戦後 70年を経過する中で、西三河でも
非トヨタ的な側面も形成されてきた。地域社
会に限らず社会そのものが様々なものが交錯
し影響し合い成り立っている現実がある。だ
から教育については、現在では企業＝トヨタ
の存在が、西三河に限らず愛知全体にも大き
な影響を与えている事実を確認し、その中で
の特性について考察を試みたい。
１　西三河の地域社会の発展　　企業城下町
豊田市・刈谷市を事例に
　近年の西三河の歴史は「トヨタ」の歴史と
軌を一にする。これまで指摘されてきたの
は、従来は農業地域だったのが、工場立地と
ともに人口の流入が始まり、続いて住民の生
活のためのインフラ整備が始まり、地域社会
が一変した。こうした変化は、高度経済成長
期、日本の全国各地のどこでも見られた。企
業城下町が生成し発展していくのは、日本社
会の産業化と軌を一にしていた。ただ西三河
の特徴として、地域社会が自動車関連産業に
特化されすぎたことである。もちろん愛知も
強い影響を受けてきた。
　高度経済成長期に西三河は豊田市を中心に
大きく変貌した。最も大きな変化は、農業依
存の地域社会が，工業特に輸送機器産業の立
地に依存した地域社会になったことである。
とりわけ 1960年代半ば以降展開されたモー
タリゼーションは、自動車産業の発展を促
し、西三河に限らず日本の国土と国民の生活
様式の大きな変容をもたらした。
　工場が立地され、そこに人々が居住し、居
住に必要な基盤整備がされることによって、
まず雇用の場が広がり、さらに人口が増加し
た。愛知県豊田市は旧市名を挙母市といい市
制に移行したのは昭和 26（1951）年であっ
た。すでにトヨタ自動車の本社工場は立地さ
れていたが、当時の人口が 3万人程度であっ
た。市内に二番目のトヨタ自動車の工場であ
る元町工場が設置される昭和 31（1956）年
当時でも、人口は 5万人に満たなかった。
1970年代には 15万人程度になったが、これ
は周辺の自治体（上郷町、高岡町、猿投町、
松平町）の合併によるところが大きい。人口
増大と市域の拡大に追いつかない都市基盤整
備の遅れという大きな問題はあったが、それ
でも市内に工場が設置されるとともに雇用の
場が広がり、人口が増加し、地域社会が発展
した事実は否めない。
　21世紀になり、平成の大合併を契機に豊
田市周辺の 4町 2村を吸収合併しながら、人
口こそ 40万人強だが、領域では愛知県内最
大の面積を擁する自治体にまで成長した。4
とともに、これまではトヨタが地域社会をあ
る程度カバーしてきたが、現在ではそのカ
バーも限界が明らかになった。企業依存の企
業城下町は変容していくことになった。
　西三河の地は、交通でいえば北部には東
名・第二東名高速道路が走るが、中央部の東
西には、国道一号線と名鉄本線、JR東海道
本線が並走する。西三河の豊田市をのぞく多
くの都市はその利用範囲に含まれるが、豊田
市の場合、そこから離れた地に工場が立地さ
れ、住民も居住したため、その後の街づくり
に大きな影響を与えることになった。それは
公共交通機関に依拠しない住民生活であり、
街づくりであった。したがってその後のモー
タリゼーションの進展、とそれにもとづく街
づくりのモデルとなった。すなわち、公共交
通機関利用を前提としない、自動車に依存す
る生活空間であった。
　現在でも豊田市の中央部から北部に居住す
る人が、名古屋市内に移動する場合、名鉄豊
田新線を利用する。これは各駅停車しかな
く、名古屋市営地下鉄乗り入れで、名古屋駅
にも金山駅にも栄（名古屋の中心地）に行く
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場合も途中で乗り換えをせざるを得ない。利
便性が大変悪く、名鉄本線利用だと大回りを
して三河線で知立駅経由して名古屋に向かう
必要がある。いずれにしろ乗り換えに時間を
要する難点がある。
　学校も地元に立地している小中学校はいざ
知らず、高等学校は公共交通機関を無視した
条件で立地された場合が多く、高校生の多く
は自転車での通学が中心となる。しかも豊田
市内は西三河南部と異なり起伏の大きい地形
である。雨の日の通学も大変である。裕福な
家庭は御法度である親の送迎で対応するよう
だが、学校周辺は大渋滞になる。学校は見て
見ぬふりをする。Y高校（86年開設）は愛
知環状鉄道末野原駅から徒歩 30分程度で、
周囲はまだ田畑が目につき大きな工場と住宅
だけが目につく。もちろん生徒の 9割は自転
車通学である。T工業高校（71年開設）も
名鉄若林駅ならびに竹村駅ならびに愛環鉄道
三河上郷駅から徒歩 30分程度の位置にある。
豊田市のはずれに設置された K高校は近く
で利用できる公共交通機関は 1時間に 1本程
度の名鉄バスか 1日数本のコミュニティバス
の利用で、他には徒歩・自転車通学の選択肢
しかない。公民館や病院・高齢者福祉施設の
多くは駅から離れた地にあり、一日に数本し
か運行されないコミュニティバスかあるいは
タクシーか送迎が移動手段になる。高校生か
らすれば、「質実剛健」の人間形成にとって
はふさわしい立地条件である。
　現役世代（含む元気な高齢者）の車利用が
可能な人や、健脚の若者らいざしらず、移動
は深刻な問題となりつつある。この地域に限
らず、日本社会が高齢社会に移行するに伴
い、深刻な社会問題が露呈しつつある。県都
名古屋市への移動手段は、貧弱な交通手段か
ら自動車を利用した移動、もしくは「パーク
アンドライド」が中心となる。
　同じ企業城下町であっても豊田市と刈谷市
の差違があるとしたら地理的な位置によると
ころが大きい。刈谷市の場合、市の中央部を
JR東海道線が東西に走り、それとクロスし
て名鉄三河線が南北に走っており交通事情は
さほど酷くはない。「昭和の大合併」時に編
入した北西部（旧富士松村）を除けば、比較
的市の中心部に居住する人が刈谷市外への移
動手段はさほど困難ではない。JR東海道本
線利用の場合、名古屋まで 20分程度でいく
ことが可能である。ここから同じ企業城下町
でも、自動車産業が成熟化する過程で、両市
の違いが目につくようになる。刈谷市はトヨ
タ関連企業の企業城下町とともに、名古屋市
のベッドタウン化も進んでいる。豊田市が親
企業であるトヨタ自動車 1社に大きく依存し
てきたのに対して、刈谷市の場合は豊田自働
織機やデンソーやアイシン精機などグループ
企業への依存という違いもある。また近年
は、「碧海市構想」5の挫折の結果、刈谷市主
導で自治体連携の動きがあり、「自立定住広
域圏」6として知立市、高浜市とともに知多
地区の東浦町と連携を追求するようになっ
た。みよし市（旧西加茂郡三好町）が隣接す
る豊田市との関係以上に、名古屋東部との結
びつきを見せるようになったように、愛知を
尾張と知多、名古屋、東西の三河という区分
そのものが底辺では意味をなさない傾向も出
てきた。地域社会そのものが相互浸透し、再
編の時期に来ている。西三河地域も大きな転
機に直面している。
２　自動車産業を取り巻く環境と未来
　これまで自動車産業の課題といえば、①燃
料問題　②環境問題　③安全問題　が、将来
クリアすべき課題だとされてきた。これらの
問題を解決しないことには、自動車産業には
未来がないといわれてきた。自動車産業に関
わる各企業もその自覚の上で、日々研究開発
をしているのは事実である。
　①の燃料問題は、これまでガソリン・軽油
などその多くは石油などの化石燃料に依存し
てきた。だが化石燃料の原材料である石油・
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が伴うことだけは確かである。これも事故を
回避するための安全な自動車生産というかつ
ては夢のような研究開発が行われ，現在では
実用化も可能となりつつある。自動運転装置
がそれであり、AIの普及はそれをもっと現
実味の帯びたものにするかも知れない。
　以上の自動車産業に課せられた課題の実現
は、この先何十年も先のことではない。近い
未来に実現することもありうる。西三河と愛
知の近未来は、自動車産業のオルタナティブ
を見いだせなければ、デトロイトの二の舞に
なっても仕方がない。しかも近年の AIの開
発・導入は、自動車に限らず輸送手段を大き
く変えていくことも予想される。ということ
は、これからの産業構造や雇用構造も激変が
予想され、「自動車産業」に依拠してきた西
三河地域とその外延の愛知も大きな変動にさ
らされることになる。
  現在の地域社会は過去の時代とは異なり、
従来のような閉鎖的な対応ではもはや存続は
できない。すでにトヨタ自動車という企業を
ベースとした豊田市から、西三河の周辺へと
外延に拡大していく構図も過去のことになり
つつある。その構図はトヨタ自動車自身がグ
ローバル企業として飛躍しようとする現在、
それへの依存は過去への幻想である。西三河
はトヨタの影響を受けてきたが、現在ではそ
の周辺に拡大し、薄まりながらも愛知全体に
影響を与えていると見るべきである。西三河
の課題は愛知の課題でもある。
３　「企業社会」の論理と「市民社会」の論
理
⑴「企業社会」の論理
　企業の目的は、事業活動を通じて利益を獲
得し、経済活動を担うことにある。したがっ
て企業がめざす「人材」は、公教育がめざす
普遍的なものではなく、「企業社会」7の担い
手を養成することが第一の課題である。そこ
に企業内教育の存在基盤がある。一般的普遍
石炭も無尽蔵にあるものではない。確かにこ
れまで化石燃料の可採年数については、新た
な油田や炭田が発見されたことで増加してき
たのは事実であるが、やがては枯渇するのも
事実である。けっして遅くない将来にガソリ
ンエンジンの車は姿を消してしまうのは必然
である。ガソリンに代わる「エネルギー源」
の開発は、緊急かつ深刻な課題である。これ
まで関係者は、代替エネルギーとして様々な
可能性を追求し、実際に実用化もしてきた。
移行期としての「ハイブリッドプラグイン」
や「バイオエネルギー」や水素エンジン・
EVなどが候補には挙がっている。将来的に
は水素エンジンを活用した EVに収斂される
のではという予測もあるが、それは現段階で
の技術可能性からのことであり、将来のこと
は定かではない。
　ただこの近未来における自動車の EV化
は、素材をはじめ自動車の部品を激変させる
ことになるであろう。というのは数万点の部
品から成り立っていた自動車の部品数そのも
のが激減するのであり、トヨタ自動車を頂点
とした企業集団の構造も激変することになろ
う。それは西三河に限らず愛知の地域経済も
大きく変わることになる。
　②の環境問題は、従来の化石燃料の燃焼に
よる大気汚染に代表される環境問題が、ガソ
リン仕様の内燃機関が代替エネルギーの登場
によって画期的に変わることが予想される。
地球温暖化とリンクするこの問題こそ急務で
あるからである。ただし環境問題は必ずしも
大気汚染だけでなく、振動や騒音、道路建設
や通行に関わる問題、さらに現段階で私たち
が予測できない新たな環境問題が登場するこ
ともありうる。
　③安全問題で代表的なものは、交通事故で
ある。確かに交通事故死については、日本国
内では近年は大きく減少し、「自死」と比較
しても社会問題として後景に追いやられてい
るかである。しかし、軌道を走らない自動車
であるが故に、自動車走行には絶えずリスク
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⑵「市民社会」の論理
　一方「企業社会」の対極的な位置にある
「市民社会」（civil society）は、簡単には定
義できない。そもそも日本で市民社会が成立
しているかどうかの論議も決着がついている
わけではない。だが、一般的な通念からする
「市民社会」とは、法律の前での万人の自由
と平等の保障を基礎として成立している社会
といえよう。市民社会は企業社会のように特
定の団体の利益を求めるものではない。だ
が、その社会も維持され発展していく必要か
ら、普遍的一般的な利益のための制度構築は
必要とされる。
　西洋古代における市民共同体としては、古
代ギリシアのポリスをあげることができる。
ただしポリスの「市民」は、ポリスでの全構
成員ではなかった。中世半ば以降の都市の発
達によって都市に居住する商工業者は市民の
萌芽を見いだすことができる。だが本当の意
味で「市民社会」が確立するのは、18世紀
後半以降の市民革命によってである。近代市
民社会では、個人の自由の保障が、その成立
の要件となる。各個人（市民）が自らの政治
的主張・宗教的立場などが自由になり、私有
財産制も確立し、ギルドの廃止など商業活動
の自由が保障されることなどが前提となる。
こうした中で市民革命は商工業者を中心とした
市民が立ち上がり政治権力を掌握したため、
政府はこれらの権利を保障した。
　現代日本で「市民社会」が本当に確立して
いるかは評価が分かれるが、現代社会では
「市民社会」の論理と「企業社会」の論理が
相互浸透してお互いに影響を与えることと
なった。けだし企業内教育は企業人の育成が
主目的であるのに対して、学校教育はあえて
いうなら「市民社会」の担い手を養成すると
いう抽象的な目的となる。しかしながら現在
の学校教育の具体的な現れは、現代社会の変
容を反映したものとして現れることになる。
それは現代社会が「格差社会」であることを
反映したものになる。さらに人間の発達段階
的な人材養成を企業内教育がわざわざ行うこ
とはない。それは公教育にお任せすればよ
い。日本の大企業の多くが、従業員教育に対
しては入社当初から一貫して体系的におこな
い、いわば OJT 8を基本としながら、働きな
がら仕事への技能を身につけ、直接間接に企
業に奉仕し企業社会を担っていく人材を養成
していくことを主眼としてきた。そのために
投資をしてきた。労働費用に「教育訓練費
用」が含まれるのはその意味もある。
　従業員教育としての企業内教育は、従業員
の各階層に対応したものとして成り立ってい
た。トヨタをはじめとした大企業の多くは、
「教育」の全体を企業で担うのではなく、技
能や企業人養成は企業内教育訓練施設がおこ
なってきた。公教育修了の認定という企業の
外側から企業内に向かう入り口になる部分に
ついては技能連携制度と広域通信制高等学校
に依拠するという二本足の施策をおこなって
きた。これは戦後いくつかの企業が企業が直
接学校を設置し運営 9していく手法をトヨタ
はとらなかった。自らの専門領域外にはあえ
て手を出すことはしなかったということであ
る。トヨタは企業内教育と公教育の棲み分け
を行うことをめざしてきた。表 1
表 1　トヨタの教育推進組織
教育主管部署 実施教育内容
総務人事本部 人材開発部 全社技能系社員の
教育、TWI研修、
専門技能修得制度
事務局
トヨタインスティ
テュート
全社事技系社員の
教育、グローバル
研修、語学研修
生産管理本部 グローバル生産推
進センター
海外事業体の技能
教育
生産技術本部 安全健康推進部 安全教育、玉掛
け・ガス溶接など
指名教育
品質保証本部 TQM推進部 SQC、品質管理
教育など
https://www.toyota.co.jp/jpn/company/
history/75years/data/company_information/
personnel/personnel-related_development/
explanation02.html
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業社会」というよりも地元産業界の要請を受
けたものである。市民社会の理念は形骸化し
ている。その上で、以下の 5つの指針が特徴
としてあげられる。10
（1）グローバル社会で活躍できる人材の育成
ア　国際理解教育の推進
イ　科学技術人材の育成と ICT教育の推進
ウ　芸術、スポーツなどの分野における個性
の伸長
（2）キャリア教育と職業教育の一層の充実
ア　キャリア教育の一層の充実
イ　ものづくり愛知を支える職業教育の一層
の充実
（3）魅力ある高等学校教育の基盤づくり
ア　教員の指導力向上と様々な学びの機会の
充実
イ　ICT環境及び安全な施設・設備の充実
（4）生徒のニーズを踏まえた様々なタイプの
高等学校の配置
ア　総合学科の新たな設置と普通科の活性化
イ　多様な生徒のニーズに応える学校づくり
（5）生徒が減少する地域における対応
　この指針で目新しいのは、高校教育の大衆
化によってもたらされた「教育の困難」への
対応であり、その結果進行した「学校間格
差」と「高等学校の多様化」であり、産業構
造の変化に対応した新たな学校づくりと学科
再編である。以下その特徴を整理する。
⑵　エリート養成に特化した学校
　愛知の高校教育は、多様化の中で「スー
パーハイタレント」の養成も主要な課題とし
ている。愛知の高校教育の格差構造があらわ
になって久しいが、その背景に 1989年に始
まった「複合選抜」制度 11がある。すでに
この制度が導入されて 30年近くになる。か
つての入試制度は、「学校群」という制度に
よって県下各地に相対的に進学校が存在した
が、現在では「超進学校」から末端では授業
の成立すら困難な学校まで生み出すに至っ
からして早い段階から、子どもたちが選別さ
れるようになった。義務教育段階である初
等・中等教育前期までは顕著にはならない
が、後期中等教育になると学校教育の多様化
はより明らかになる。近年は、教育の大衆化
によってもたらした「負の側面」を理由とし
て、子どもたちへの具体的な指針を導くため
に、多様なスタイルの学校・学科が登場する
に至っている。次項でその動きを愛知を事例
に紹介する。表 2
表 2　学校教育と企業内教育
学校教育 企業内教育
目　的
国民の人格形成と国
家・社会の形成者の
育成
企業の利益に貢献し
うる労働力の養成・
確保
対　象 国民一般の子女 従業員
費　用 税ならびに父母負担 企業
期　間 長い（最長 16年） 短い（最長でも 3年）
教育内容 普遍的一般的 企業の利益と企業に奉仕する人材形成
筆者作成
４　愛知における学校教育・高校再編の流れ
⑴　県立高等学校教育推進基本計画の概要
　現在進行形で未確定要素もあるが、愛知県
では、計画期間が平成 27年度から平成 31年
度までの「県立高等学校教育推進実施計画
（第 1期）」を策定した。その概要をみること
で、愛知に限ってだが教育行政がどのような
教育施策を行おうとしているかを観察する。
そこには教育行政もまた「企業社会」の影響
を受けていることが見えてくる。この計画に
ついては、必ずしも全面的な賛意を示すもの
ではないが、地域の特性もある程度考慮した
ものになっているのも事実である。
　このビジョンが登場してきた背景として、
「社会の急速な変化」があり、「ものづくり愛
知の伝統を守り、更に発展」させ、生徒に対
し、「幅広い知識・教養と柔軟な思考力に基
づいて自ら考え行動する力」「他者と協働し
ながら困難な課題を克服していく力を身に付
けさせる」という認識がある。明らかに「企
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と連携し、女性エンジニアや女性科学者等に
よる出前授業等の取組を推進している。
　さらにこれまでの普通科偏重の反省から、
職業意識の涵養のために全ての普通科におい
て、「産業社会と人間」14、又は、「総合的な
学習の時間」15を活用したキャリア教育に関
する授業（1単位以上）を実施している。教
育行政の側が特にこだわるのは（1） 社会生
活や職業生活に必要な基本的な能力や態度及
び望ましい勤労観、職業観の育成、（2） 我が
国の産業の発展とそれがもたらした社会の変
化についての考察である。
　こうして現在進行形の「産業構造の変化」
や「科学技術の進展」等に伴う社会のニーズ
の変化を踏まえ、各職業学科において次のよ
うな学科改編等を提起している。
　農業科では、安心・安全な食料の生産・供
給、地域資源の活用、生産から流通、販売ま
でを行う 6次産業化 16等のニーズに対応す
るための学科改編を行う。すでに半田農業高
校では農業園芸科、生物工学科を農業科学
科、施設園芸科に再編し、安城農林高校では
生物工学科をフラワーサイエンス科に再編
し、新城高校では園芸科学科、生物生産科、
環境デザイン科を 園芸デザイン科、食農サ
イエンス科に再編している。
　工業科では、高度な資格取得のための実習
や、熟練技能者による技術指導を取り入れ、
ものづくり産業を支える実践的な技術・技能
を身に付けた人材を育成する。地場産業との
より深い連携を生かして、特色ある工業高校
づくりを進めるため、これもすでに愛知総合
工科高校を開校している。総合工科高校本科
には機械加工科、機械制御科、電気科、電子
情報科、建設科、応用化学科、デザイン工学
科の 7学科が開設されている。一方新たに設
置された専攻科には、産業システム科、先端
技術システム科が開設され、「公設民営化」17
の実験事例として注目されている。
　また現代社会の技術革新により工業製品に
様々な新素材が使用され、工業製品の開発に
た。いわゆる「進学校」と言われてきた高校
の再編と「てこ入れ」である。その 1つに
「あいちスーパーイングリッシュハブスクー
ル事業」がある。これは先進的英語教育の拠
点となるハブスクールとして 12校があり 12、
指導方法の研究、地区別授業研修などを通じ
て、英語によるコミュニケーション能力の向
上を図ろうとするものである。
　また「スーパーグローバルハイスクール」
は文部科学省の研究指定校で、将来国際的に
活躍できる「グローバル・リーダー」を育成
するため、国際化を進める大学等と連携を図
り、質の高いカリキュラムの開発・実践に取
り組む。愛知県の県立高校では、旭丘高校が
平成 26年度から、時習館高校が平成 27年度
から指定を受けている。両校とも愛知県内で
は「超進学校」として知られる。また国内外
の大学への進学を目指す海外帰国生徒や外国
人生徒を受け入れるため、「国際バカロレア
（IB）ディプロマプログラム」13資格の取得
を目指すコースの設置についての検討もして
いる。
⑶　多様化と階層化を意識した後期中等教育
　上記の類型に位置づけられる生徒は、全体
では数％程度でごく限られた層である。彼ら
は年少の頃から塾通いをしながら受験競争を
勝ちぬいてきた。事の善し悪しは別として、
「学歴社会」の中で「勝ち組」としてきた層
である。だが多くの生徒にとっては、高等学
校卒業後すぐに就職する場合もあるし、高卒
後専門学校や大学に進学した後に就職する事
例が圧倒的多数である。超エリート層以外の
生徒のために、その能力に応じて将来の希望
に応じて進学できる「特色ある学校」のため
の学校（高校）再編を行おうとしている。
　また教育行政の側で意識した誘導として、
女子生徒へのインセンティブの喚起である。
ものづくりや科学技術の分野に女性が活躍す
る場が広がっていることから、女子生徒の理
系分野への関心を高めるため、産業界や大学
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　家庭科は戦後家庭科教育の出発点が「良妻
賢母」育成という主目的があったが、現在で
は家庭科では教育内容が様変わりしつつあ
る。少子高齢化の進展やライフスタイルの多
様化、食育の推進などの社会の要請への対応
が必要となった。衣・食・住や、保育をはじ
めとする「ヒューマンサービス」などに関わ
る生活産業の各分野で地域に必要とされる人
材を育成するため、学科改編を検討してい
る。現在は「家政科」の呼称は姿を消し、ほ
とんどが「生活」を形容した学科となってい
る。平成 29年度以降、松平高校と佐屋高校 
の生活情報科はライフコーディネート科に再
編予定である。
　水産科は県下で 1校（三谷水産）しかない
が、地域産業界や関連機関と連携した研究と
実習船「愛知丸」等で漁獲した水産物の活用
を通して、経営、知的財産や 6次産業化をめ
ざしている。
　看護科は県下で 2校（桃陵、宝陵高校）し
かないが、豊かな人間性を身に付けた看護人
材の育成を図る。
　福祉科は県下で 4校（高浜・古知野・宝
陵・海翔）しかないが、介護福祉士等の資格
取得と高齢化の進展に対応できる教育内容へ
の改善をめざしている。
　「総合選択制」19は産業の複合化の進行に対
応して、複数の大学科をもつ専門高校におい
て、学科を越えて、他の学科の科目も学ばせ
ることができる。たとえば農業、工業、商業
の各専門学科が連携し 20、共通のテーマを設
定して研究に取り組む。その上で複数の職業
学科の内容を総合的に学ぶ新しいタイプの専
門高校の設置について研究を進めるとされ
る。
　「6次産業化モデル校」では、猿投農林高
校では地域の特産物を活用し、地域産業の活
性化を目指した。前述した三谷水産高校では
実習船「愛知丸」等で漁獲した水産物を活用
した 6次産業化への取組を行う。
　こうした教育施策や特色ある学校づくりを
デザイン力や創造力の要求から、学科を改編
する。新素材工学科及び工芸デザイン科を瀬
戸窯業高校のセラミック科、デザイン科は新
素材工学科、工芸デザイン科、同専攻科のセ
ラミック陶芸科は、工芸デザイン科に改編す
る。小牧工業高校での機械科の一部を「航空
産業科」（航空・宇宙産業を担う技術・技能
者の育成）に再編する。愛知県の尾北地区の
小牧市には航空機産業の関連企業が少なから
ず立地されている。名南工業高校では情報技
術科を「資源エネルギー工学科」（環境・資
源・エネルギー問題に対応できる技術・技能
者の育成）に再編する。名古屋市南部は従来
より中京工業地帯の中核であり重化学工業の
企業が集中立地してきた地域である。
　商業科では、生徒の多様な進路希望に対応
する幅広い「ビジネス」教育を総合的に展開
する。その一環として、併置校や定時制の
「商業科」を「総合ビジネス科」に改編した。
一部の商業科を設置する学校については、多
様な進路希望に応えることができる柔軟な教
育課程をもつ「総合学科」への改編を検討し
ている。平成 28年度には新城高校の情報会
計科をビジネス創造科 （総合選択制は継続）
に再編した。また平成 29年度には全日制 9
校、定時制 2校の商業科を「総合ビジネス
科」に改編した。一方これまで商業高校・商
業学科として実績を上げてきた 2校を総合学
科に再編し、平成 30年度には緑丘商業高校
の総合ビジネス科、経理科、情報処理科を、
平成 31年度には知立高校の普通科、商業科、
情報処理科を総合学科に再編する。
　さらに、平成 32年度以降に向けて現在の
商業科を、次の 3つのタイプに整理してそれ
ぞれの特色化を図ることを検討するととも
に、「商業高校」の名称変更も検討している。
①商業 4分野 18の高度な専門性を身に付け
ることのできる学科
②地域の特色やニーズに対応した学科
③他の専門教科を含めた幅広い科目選択ので
きる学科
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がりプラン）」に基づき、一人一人の教育的
ニーズに応じた適切な支援・指導を行う。
〈平成 27年度の外国人生徒教育支援員による
支援状況〉によると、全日制 7校、定時制
19校に配置されている。支援対象生徒は 259
人（全日制 70人、定時制 189人）である。
また前述した平成 29年度に開校した二部制
単位制の定時制高校（ステップアップハイス
クール）に、外国人生徒等を対象とする「多
文化共生枠」の設置を検討している。
　
まとめ
　このように西三河ならびに愛知の学校とり
わけ高等学校の変遷は、明らかに日本の社会
構造と地域社会の変容と軌を一にしてきた。
過去においては日本全国が高度経済成長の過
程で大きな産業構造の転換に直面し、第一次
産業から第二次・第三次産業に軸足を移行
し、この地においては輸送機器産業とその立
地された企業の影響を受けざるを得なかっ
た。25
　ところが日本経済の産業構造は高度経済成
長以降変遷があらわになった。第一次産業の
衰退は明らかになり、成長と海外輸出に依存
してきた第二次産業も 1980年以降転機が訪
れるようになった。そして 1990年以降のグ
ローバル化と IT化の進行は、従来の商いに
依存していた第三次産業そのものが膨れあが
り、情報通信サービスに依拠する第三次産業
へと大きく変貌した。今後予想される高齢社
会や情報社会に留まらず「知識社会」の到来
とともに社会構造の大変動も予想される。西
三河地域は、自動車産業に依拠する地域基盤
は変わらないが、対応する企業群は今よりも
コンパクトになり、それに変わる「オルタナ
ティブ」が登場するかもしれない。愛知も東
海地方もその影響を受けざるをえない。
　ところで学校教育に限るならば、高等学校
進学率は高度経済成長前半までは 50％前後
に過ぎなかった。高度経済成長期移行の高校
進めるために、愛知県では具体的な動きがす
でに始まっている。21これらは従来の普通科
偏重からの反省をふまえたものだけは確かで
ある。
⑷ 多様な生徒のニーズに応える学校づくり
　以上のコース設定は、多様化への対応の具
体的な展開であるが、高校教育の大衆化に
よって、いわゆる「上層」部分になる生徒や
単なる多様化への対応だけでは難しい子ども
も目につくようになった。たとえば初等教育
の段階から学校教育に適応できないことが生
み出され、早い時期に不登校になる場合があ
る。中学時代になってから集団になじめずに
不登校になる生徒もいる。学力も成就できな
いまま高校に入学したもののドロップアウト
を余儀なくされた生徒や、さらに家庭環境な
どで複雑かつ特別な事情をもつ生徒のニーズ
に応えることの必要性も以前より認識される
ようになった。22
　そうした生徒たちの学習意欲を醸成させる
ために、生徒の興味・関心をそそる科目を
「選択」し、自分の置かれている状況に見
合った学習可能な教育課程になっている昼間
定時制高校や全日制単位制高校を全県でバラ
ンスよく設置することを検討している。
　具体的には愛知総合工科高校に統廃合され
た愛知工業高校の校地に、二部制単位制の定
時制高校（ステップアップハイスクール）23 
を開校した。また御津高校全日制課程の学級
規模を縮小、同じ敷地内に昼間定時制課程を
設置する計画である。さらに「全日制単位制
高校」24の新設を地域のバランスを考慮し、3
校程度を改編する予定である。
　一方グローバリゼーションの影響を受け、
県内では少なからぬ日本語指導・援助を必要
とする外国人生徒等が存在するようになっ
た。彼らの学び場を保障し支援する体制の一
層の充実を図るとされる。高等学校に在籍す
る特別な支援を必要とする生徒については、
「愛知県特別支援教育推進計画（愛知・つな
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るのである。このいびつな企業社会から発信
される企業内教育もその影響を受けざるを得
ない。しかし一方では、企業活動もすべてで
はないにしろ、「市民社会」の側からは可視
化されつつある。企業人間を養成し生産活動
に奉仕し、効率性の高さを美徳とするだけな
らば企業内教育の優越性は明らかである。だ
が人間形成の視点からすれば、市民社会とい
うよりも国家・世界において未来に繋がる人
間形成こそ必要である。
　かつて愛知では「東の千葉、西の愛知」と
いう「管理教育」のメッカであると喧伝され
てきたことがある。最近はそうしたことは聞
こえてこない。だが管理的手法が姿を消した
かというとそうではない。今なお厳しい指導
で対応している学校があるのも事実である。
だがそれが「受容」されている現実も一部で
はある。むしろ「東の千葉、西の愛知」に限
らず、教育手法としての管理主義は全国に拡
大したとみるべきである。筆者はこの現実に
ついての明確な回答をまだ持ち合わせていな
い。26
　公教育を担う学校も私教育の典型である企
業内教育も相互浸透し影響を受けながらも、
現在の教育の姿がある。私教育が教育からの
逸脱があるなら、教育行政の側がその行き過
ぎを公権力でチェック機能を果たしていく必
要がある。とともに公教育の側もかつての漠
然とした普通教育だけを行えばよかった「牧
歌的な時代」ではもはやないことも自覚する
必要がある。
注
１　櫻井善行［2015］
２　櫻井善行［2007］　櫻井善行［2008］
３　筆者はこの拙稿を書き上げるのに、当初は対
象を西三河にこだわっていたが、調査を進め
る過程でトヨタ的なものは西三河にこだわら
ず愛知全体に影響を与えつつあることに気づ
いた。そこで当初から軌道修正して、学校教
育に関わる問題は、西三河に限定せず愛知で
進学率の上昇は受け皿の拡大も必要とされた
が、大学進学を意識した、あるいは建設にコ
ストを要しないということで、多くは普通科
高校の増設によって対応してきた。さらに遅
れて工業・商業高校の新設、その後に総合学
科が新設されるようになった。一方では平行
して、それらの学校での「学科再編」も進行
した。それらは産業構造の変容に対応してき
た。工業科は産業構造を反映して当初は機械
科・電気科・建築科に繊維・紡績関係の学科
も存在した。情報科が進展する中で、電気科
のある部分は電子工学科に進化し、現在では
電子機械科や情報技術科に転身しつつある。
さらに現在では後述するが、「大学科」間を
超えた学科再編も行われている。
　日本の公教育の職業教育は産業界の要請に
後追いながらも、必死に対応している。けだ
し、それが公教育としてどこまで意味がある
かは疑問ではある。教育の理念は、公教育が
確立し、企業内教育は教育のめざす対象を企
業人に限定して施してきた。実利と効率だけ
を第一の課題とする企業社会における「優位
性」は、企業の担い手を対象とする企業内教
育にあるのは歴然としていた。だがそれが自
己目的とされるならば、利潤追求を第一の課
題とする企業においては、公教育が課題とす
る「人間の形成」は、はるか彼方に追いやら
れることになる。高い倫理性を企業は表向き
には語るが、一方では「企業不祥事」が今な
お話題となっているのは企業のめざす人材形
成がいびつだからである。確かにこの愛知・
西三河においては、そうした問題は大きな話
題とはなっていないという指摘もなされるか
もしれない。しかし現在の企業活動の評価
は、一企業集団だけに限定されてよい問題で
はない。企業が本当の意味での「社会的責
任」を遂行するためには、企業もまた自らの
位置と社会的使命を自覚した事業活動を営む
必要がある。「企業の社会的責任」がまだ
キーワードとして存在していなかった時代と
同じような企業不祥事が今なお報じられてい
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の学校間格差は著しいものとなった。
https://www.pref.aichi.jp/uploaded/
life/62271_74864_misc.pdf
12　この指定校は千種高校、中村高校、瀬戸西高
校、尾北高校、一宮西高校、津島高校、常滑
高校、豊田北高校、西尾高校、刈谷北高校、
豊橋東高校、御津高校の 12校で、すべてとは
いえないが県下各地に分散する伝統的な進学
校を中心に指定されている。
13　〈国際バカロレア（IBC）ディプロマプログラ
ム〉とは、ジュネーブに本部を置く国際バカ
ロレア機構が認定する大学入学資格をいう。
統一試験に合格することで世界中の多くの大
学を受験できる。授業は原則として英語、フ
ランス語、スペイン語のいずれかで行うこと
となっているが、平成 28年度から、一部科目
の授業と試験・評価を日本語で実施する「日
本語ディプロマプログラム」が開始される。
なお、「日本語ディプロマプログラム」の導入
後も、英語及びそれ以外の 1科目で、英語に
よる授業を行う必要がある。
14　「産業社会と人間」は「総合学科」における原
則必修履修科目である。産業社会における自
己の在り方生き方について考えさせ、社会に
積極的に寄与し、生涯にわたって学習に取り
組む意欲や態度を養うとともに、生徒の主体
的な各教科・科目の選択に資するよう、就業
体験等の体験的な学習や、調査・研究を通し
て、指導を行う。
15　「総合的な学習の時間」とは、教科横断的な課
題を設定して、決まった教科書ではなく、調
査や実験や各種活動を通じて、児童・生徒が
課題探求することを学習の理念とする授業の
ことをいう。
16　「6次産業化」とは、1次産業の農林漁業者が
主体となって、生産から加工（2次産業）そ
して販売（3次産業）まで一貫して取り組む
ことをいう。
17　「公設民営」とは、国や地方公共団体等が公的
施設を設置し、その運営を民間に委託するこ
とである。現在では全国的に「保育園」や
進行していることへの考察に軸足を移した。
４　豊田市は、世帯数は 175,807 戸、人口は
424,716人の中核市であるが、面積 918.32㎢
は名古屋市の 2・7倍にもなる広大な領域を擁
する。（平成 26年度版「西三河の統計」）
５　「碧海市」構想は、西三河南部の旧碧海郡に
あった安城、刈谷、知立、碧南、高浜の 5市
を合併して、人口 50万人弱の中核市に移行し
ようとするものであった。2002年に 5市の青
年会議所が中心となった合併法定協議会設置
を求める「民」主導の請願運動があったが、
自治体間の温度差もあり結局は挫折した。
６　「自立定住圏」とは、人口 5万人程度以上で昼
間人口が多い（昼夜間人口比率が 1以上）都
市が「中心市」となり、生活・経済面で関わ
りの深い「周辺市町村」と協定を締結し、定
住自立圏を形成する。中心市が策定する定住
自立圏共生ビジョンに沿って、地域全体で、
医療・福祉・教育など生活機能の強化、交通・
ICTインフラの整備や地域内外の住民の交流、
人材育成など人口定住に必要な生活機能の確
保に取り組む。
７　「企業社会」についての定義は必ずしも定まっ
ている訳ではないが、さしあたって「企業の
論理」が「市民社会の論理や規範」に優先さ
れる社会と考えればよい。
８　OJT（on-the-job training）は、入社前に技
能形成されているのではなく、労働現場で実
際に仕事をしながら形成されていく職業訓練
のことをいう。 
９　企業が設立した高校には、近江兄弟社や石川
島播磨などの事例があるが、コストの割には
思ったほどの効果が上がらないことから、必
ずしも増えなかった。
10　県立高等学校教育推進実施計画（第 1期）
w w w . p r e f . a i c h i . j p / u p l o a d e d /
attachment/204475.pdf
11　愛知県の公立高校の入学者選抜制度は、1989
年以来受検者は複数校受検できるという
キャッチフレーズで始まり現在まで続いてい
るが、30年近く経った現在、県下の公立高校
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既設 津島高校、常滑高校、豊橋東高校
〈芸術、スポーツに関するコース新設の検討〉
美術コース：東郷高校　スポーツコース：豊
橋西高校　創造表現コース：名古屋西高校
〈観光ビジネスコース新設の検討〉福江高校  
22　また各学校には、不登校の生徒、進路、友人
関係、家族関係等について深刻な悩みを抱え
ている生徒など、専門家による対応が必要な
生徒が少なくなく、スクールカウンセラー
（SC）のニーズがますます高まっているが、
現行では、1名のスクールカウンセラーが 3
～ 4校を担当しており、平均すると 1校あた
りの訪問回数が月に 1～ 2回程度にとどまっ
ている。国の動向を踏まえつつ、スクールカ
ウンセラーの配置拡充を目指すという。
23　「昼間定時制高校」とは昼間に原則 1日 4時間
の授業を学習する単位制高校。幅広い選択科
目から興味・関心や進路希望に応じて科目を
選択する。原則 4年間で卒業するが、特別な
講座を受講することで 3年間で卒業すること
も可能。自分のペースに合わせて柔軟に学ぶ
ことができるのが謳い文句である。
24　「全日制単位制高校」とは、学年による教育課
程の区分がない全日制高校で、生徒が幅広い
選択科目から興味・関心や進路希望に応じて
科目を選択する。3年間の修得単位数の合計
が卒業に必要な単位数を満たせば卒業が認め
られる。現在、県下には県立 2校、名古屋市
立・豊橋市立各 1校が設置されている。
25　県立高等学校教育推進基本計画では
①各地域の商工会議所や地元企業等の協力の
もと、産業現場との連携プログラムや、長
期間の現場実習、民間の技術者を社会人講
師とする授業等を通して、実践的な技術・
技能の習得を図るとともに、産業ニーズに
合わせた教育課程の開発を進める。
②職業学科の生徒が、それぞれの分野の専門
家から指導を受け、実践的な技術・技能を
身に付けることができるよう、県産業労働
部の協力を得て、産業現場の第一線で活躍
した経験をもつ人材を職業学科における実
「介護福祉施設」等でその活用が進んでいる。
これまでは、「公＝官」が行ってきた業務につ
いて、「民間」のノウハウをいかし、効率的な
管理・運営を行おうとするものである。学校
分野ではまだ事例は少ない。
18　「商業 4分野」とは、①マーケティング分野、
②ビジネス経済分野、③会計分野、④ビジネ
ス情報分野を指す。
19「総合選択制の新たな導入」として、古知野高
校では商業科、家庭科の 2学科間で、佐屋高
校では農業科、家庭科の 2学科間で、現在の
実施校である新城高校での農業科、商業科、
家庭科の 3学科間を加えると 3校で実施され
ている。
20　「専門高校の学校間連携」として半田市には県
内で唯一工業高校と商業高校と農業高校が設
置されている自治体で、 近隣の農・工・商の
3校が連携して、生産から、調理・加工、商
品化・販売まで行う「6次産業化」に対応し
た教育をめざしている。
21　県立高等学校教育推進基本計画では
〈環境防災コースの設置〉
海翔高校（環境コースを改編して平成 27年度
に設置）
〈情報活用コースの廃止〉
犬山高校、幸田高校
〈情報活用コースを情報ビジネスコースに改
編〉
守山高校、尾西高校、東浦高校、衣台高校、
一色高校
〈教育コース新設の検討〉半田東高校、豊橋南
高校  教員を養成
〈医療・看護コース新設の検討〉長久手高校、
豊田高校
〈子ども発達コース新設の検討〉武豊高校  保
育者
〈国際教養科新設の検討〉刈谷北高校（国際理
解コースを改編）
既設 千種高校、尾北高校、御津高校
〈国際理解コース新設の検討〉中村高校、一宮
西高校、安城東高校
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乾彰夫『日本の教育と企業社会　　一元的能力主
義と現代の教育－社会構造』大月書店、
岩木 秀夫『ゆとり教育から個性浪費社会へ』ちく
ま新書、2004年
宇沢弘文『日本の教育を考える』岩波新書、1998
年
内橋克人・宇沢弘文『始まっている未来 - 新しい
経済学は可能か』岩波書店、2009年
内橋克人『共生経済が始まる―人間復興の社会を
求めて』朝日文庫、2011年
後藤道夫・木下武男『なぜ冨と貧困は広がるか
　　格差社会を変えるチカラをつけよう』旬
報社、2008年
斎藤貴男「教育改革と新自由主義」、子どもの未来
社　2004年
櫻井善行「トヨタが地域社会に与えた影響　　西
三河地域の変容についての考察」『中京企業研
究 37号』2015年
櫻井善行「企業の論理と人材育成　トヨタのめざ
す労働者像と教育」『中京企業研究 29号』
2007年
櫻井善行「トヨタシステムの教育への浸透」、猿田
正機編『トヨタ企業集団と格差社会』ミネル
ヴァ書房、2008年
櫻井善行「トヨタの企業福祉」、猿田正機編『トヨ
タ企業集団と格差社会』ミネルヴァ書房、
2008
佐藤学・勝野正章『安倍政権で教育はどう変わる
か』岩波書店、2013年
猿田正機「管理教育と労務管理　　トヨタ「企業
城下町」を事例として」中京経営研究 ,創立
記念号、1992年 
猿田正機『トヨタウェイと人事管理・労使関係』
税務経理協会、2007年 
手島純『格差社会にゆれる定時制高校　　教育の
機会均等のゆくえ』彩流社、2007年
寺田盛紀『日本の職業教育　比較と移行の視点に
基づく職業教育学　』晃洋書房、2009年
トヨタ自動車、「Toyotaway　21」トヨタ自動車
広報部、2006年
トヨタ自動車株式会社、『Sustainability　Report
習サポーターとして活用する「ものづくり
サポーターバンク制度」の導入を検討する
③職業学科における学校見学会や体験入学な
どの機会を一層充実させるとともに、小・
中学校教員の職業学科についての理解を深
めるため、教員対象の説明会や見学会等を
積極的に開催する。
④普通科コース制は、教育課程に体験的・実
践的な学習を行う専門科目等を取り入れる
ことで生徒のニーズや関心に応えてきたが、
時代の変化を踏まえ、コースの改廃や新設
を積極的に進めていく。
⑤地域環境についての基礎知識と、防災や減
災についての実践的な知識や行動力を身に
付け、将来地域の防災リーダーとして活躍
できる人材を育成するため、「環境防災コー
ス」を設置する。
とされる。
26　「管理主義」的手法があるとしたら、現在では
何も愛知県に限ったことではない。校門前で
遅刻指導と称して、チャイムが鳴った段階で
入校を制限させて反則切符を出し、それが 3
回になると保護者召還という事例は今もよく
聞く。染髪防止策として、生徒の入学時に
「地毛証明書」なるものを提出させ、それに
従って真面目に指導している事例が、最近東
京都や大阪府の公立高校で紹介されたが、こ
の学校の指導を真顔で正当化・擁護している
教育長の言動はもはや滑稽ですらある。学校
側には荒れた時代のトラウマはまだあるだろ
うが、世間からの常軌からは考えられないこ
とでもやれるのは、学校というところが閉鎖
的であると共に、教職員集団の方でも「みん
なでやれば」という意識が働いていることは
確かである。
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